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6 法教育 

 (1) 法教育の意義 

  「法教育」とは、広義では、法や司法に関する教育全般をいい、より具体的には、米国

の法教育法(Law-Related Education Act of 1978)に由来する用語で、「法律専門家でない

人々を、法、法（形成）過程、法制度、これらを基礎づける基本原則と価値に関する知識

と技術を身につけさせる教育」と定義されている。 

   「法教育」の対象は、法曹養成のための法学教育などとは異なり、法律専門家ではない

幼児・小学生・中学生・高校生・大学生・一般市民である。 

   法教育の特色は、法律の条文や制度を教える知識型の教育ではなく、「法やルールの背

景にある価値観や司法制度の機能、意義を考える思考型の教育」「社会に参加することの

重要性を意識付ける社会参加型の教育」である。 

(2) 法教育の目的 

 法教育の目的は、自己実現を達成するために必要不可欠な自由で公正な民主主義社会の

実現である。そもそも、日本国憲法は、個人の尊厳を尊重し、自由で公正な立憲民主主義

社会を実現することを目的としている。その目的達成のためには、社会の構成員である市

民が、法や法制度そしてこれらを基礎づける基本原則と価値に関する知識と技能、すなわ

ち「法的な素養」を身につけることが必要不可欠である。このような自立的個人からなる

社会においてこそ、司法システムや法制度が健全に機能し、自主的かつ公正な紛争解決の

可能性が最大限に高まることを考えるならば、法教育こそは「究極の予防法務」の名に値

するものであり、法教育こそ、「法の支配」を推進する原動力となるものである。 

  なお、このような法教育は、「裁判員制度」に実効性を持たせるためにも役立つもので

ある。裁判員制度は、市民が法や司法制度を利用するだけではなく、司法を支えるために

主体的・能動的に司法に参加することが求められているからである。 

(3) 法教育の対象 

 以上の法教育の目的を達成するためには、全国民を対象とする学校教育の中で法教育が

行われることが望ましい。法教育は、司法教育・憲法教育・消費者教育等を包含するが、

それらの総称ではなく、「私的自治を前提とする立憲民主主義社会の担い手にふさわしい

自立的個人の育成」という視点を、社会科（公民的分野）に限らず家庭科・体育・道徳と

いった教育課目全体（生活指導や学級運営を含む）に導入しようとするものである。 

(4) 弁護士会における法教育活動 

 弁護士会における法教育活動は、2002（平成 14）年 9 月の関弁連大会において「子ども

のための法教育」に関する宣言を採択し、2003（平成 15）年 4 月に東弁に「市民のための

法教育委員会」を設置し、2004（平成 16）年 4 月には関東弁護士会連合会に法教育委員会

が設置され、その後、中部弁護士会連合会、四国弁護士会連合会そして東北弁護士会連合

会で「法教育」の実践に向けての宣言や決議、シンポジウムの開催などが始まり、さらに

各単位弁護士会においても、弁護士が積極的に法教育をテーマとして出前講義や模擬裁判

あるいは中高生を対象にしたサマースクールの開催などの活動をするようになった。そし

て、2016（平成 28）年 10 月 6 日に福井県で開催された日弁連第 59 回人権大会の第 2 分科
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会において「主権者教育における弁護士・弁護士会の役割 ～立憲民主主義を担う「市民」

が育つために～」というテーマでシンポジウムが開催され、翌 7 日の大会において「ある

べき主権者教育の推進を求める宣言―民主的な社会を担う資質を育むために―」が採択さ

れた。 

(5) 法務省の動き 

   なお、法務省においても、2003（平成 15）年 7 月「法教育研究会」を設置し、東弁の協

力のもとに国民に対する法教育についての調査・研究・検討を開始し、この検討結果を 2004

（平成 16）年 11 月「我が国における法教育の普及・発展を目指して」と題する報告書にま

とめ、「法教育の意義」「法教育の現状と課題」「法教育が目指すもの」「法教育を普及

させるための課題」について具体的に検討し、「新たな時代の自由かつ公正な社会の担い

手をはぐくむためには、法教育が必要不可欠である」と指摘し、法教育を普及させるため

には教育関係者や法律実務家をはじめ広く法教育の重要性を理解してもらう必要性や、最

高裁・法務省・文部科学省などの関係省庁および東弁などの関係団体が、それぞれの立場

で連携を図りながら積極的に取り組んでいくことが確認された。また、2005（平成 17）年

5 月には、裁判員制度をはじめとする各種司法制度改革の成果を国民に身近なものとする

ため、広く国民に対して法教育を普及するための施策に取り組む必要があるとして、法教

育推進協議会を発足させ、2016（平成 28）年 3 月に、法教育推進協議会の下に教材作成部

会を設けて、小中学生向けの視聴覚教材及び高校生向けの法教育教材の作成等に係る検討

を行った。その成果として、小学生、中学生及び高校生向けの各教材を作成し、2019（令

和元）年 8 月に、それらの教材を題材として、教員向け法教育セミナー「～成年年齢引下

げと新学習指導要領を踏まえて～」を実施し、現場の教員に対して法教育の進め方に関す

る啓蒙を行っている。 

(6) 学校現場での取組み 

以上の動きを受け、学校教育の現場においても、2008（平成 20）年～2009（平成 21）年

には文部科学省の学習指導要領に法教育が入り、2009（平成 21）年からは中学 3 年の公民

の教科書の単元に「法教育」が掲載され、2011（平成 23）年 3 月には東京都教育委員会が

「「法」に関する教育カリキュラム」を作成し、社会科のみならず家庭科・体育・道徳を

含む全ての科目に法教育視点を取り入れた。また、2017（平成 29）年から 2018（平成 30）

年にかけて改訂された学習指導要領においても、法教育の重要性が確認され、各科目にお

いて法的な視点を取り入れた授業の実践が求められている。 

(7) 東弁の法教育 

ア 東弁では、2004（平成 16）年までは消費者特別委員会、子どもの人権と少年法に関する

特別委員会、憲法問題対策センターなど各委員会が独自に法教育を実施してきた。そして、

広報委員会では法教育部会において、一般向けの裁判傍聴会や中高生に対する裁判傍聴会

そして中学校・高等学校へ出向いて実施する刑事模擬裁判やサマースクールの実施などを

「広報」という視点から取り組んでいた。この様な活動を統合していくことの重要性を認

識して、2005（平成 17）年 4 月、広報委員会の法教育部会を独立させ「法教育センター運

営委員会」を設立した。 
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イ 法教育センター運営委員会は、2005（平成 17）年以降、裁判傍聴開催、中学校・高等学

校へ出張しての模擬裁判の開催、講師派遣、中高生を対象とするジュニアロースクール（夏

季・冬季、各 2 日間）、東京地検と東京三会共催の研修会への講師派遣、関弁連の構成団

体として新潟県弁護士会や埼玉県弁護士会主催の法教育の取り組みへの協力、教師が主体

となって行う法教育の授業のための資料づくり、品川区、港区、新宿区の中学生を対象に

法教育（教材「ルールづくり」）の公開授業や、豊島区、新宿区の小学 5～6 年生を対象と

した模擬裁判やルールづくりの公開授業等を弁護士自ら行うとともに、教師とその授業に

ついて検討会を実施し教師との連携を実現してきた。 

ウ 近年は、この様な活動がさらに活発化し、子どもの人権と少年法に関する特別委員会に

よるいじめ防止授業や法教育センター運営員会による模擬裁判をはじめとする法教育を実

施する委員会は 10 を超え、2012（平成 24）年には 82 件であった小・中・高等学校等へ派

遣授業等は、2013（平成 25）年度は 130 件、2014（平成 26）年度は 185 件、2015（平成 27）

年度には 217 件、2016（平成 28）年度には 243 件と飛躍的に増加し、2017（平成 29）年度

は 239 件、2018（平成 30）年度には 218 件とわずかに減少したものの、その盛況が維持さ

れてきた。しかし、2019（平成 31）年度は、法教育授業提供の最盛期である２月から３月

以降、出張授業のキャンセルが相次ぎ、授業数は 107 件と、大幅に減少した。 

エ 昨年度は、年度当初からコロナの影響が大きく年、出張授業の申込件数が激減したため、

実施件数も平年と比較して大幅に減少した。これが一過性のものであるかは今後の状況次

第だと考えられるが、この状況が長引いても法教育が提供できるよう、法教育センターを

中心に方策を検討中である。 

(8) 多摩支部の取組み 

多摩支部では、東弁、一弁及び二弁の各多摩支部が合同で多摩支部法教育委員会を設立

し、本会と連携しつつも独自に活動している。特に、いじめ防止授業を中心として、市内

全域の学校における法教育授業を有償で実施している自治体もあり、その活動には目を見

張るものがある。 

(9) 東弁 法教育サミットから法教育に関する協議会、法教育センターへ 

 ところで、以上のように、東弁の法教育活動は、各委員会がそれぞれの分野で独自に法

教育を行っているが、相互の情報交換がなかったため、2012（平成 24）年 6 月「法教育サ

ミット」を開催し、法教育を実施している委員会相互の情報交換をするとともに、未だ法

教育を実施していなかった委員会の参加も得て、統一の広報パンフレット（法教育プログ

ラム）を作成し、都内の小・中・高等学校に郵送し、出張授業の受付窓口の一本化が図ら

れて、広報も充実させた結果、前述の出前授業の要請の飛躍的増加につながった。 

 その様な成果を踏まえ、東弁では、2016（平成 28）年度において法教育サミットを発展

的に解消し、法教育を実施する各委員会の委員を構成員とする「法教育に関する協議会」

を立ち上げ、2017（平成 29）年度はそれを法教育センターに改組して、各委員会の法教育

の実施方法の情報交換や、広報活動の充実化、講師日当の適正化、自治体を通じた派遣授

業の有料化への検討等、各委員会が抱える問題を統一的に協議する機関を発足させた。そ

の過程で、それまでの法教育センター運営委員会は法教育委員会へと名称を変更し、従来
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の法教育の実践を継続している。 

 また、広報活動では法教育センターが中心となって法教育プログラムを全面改定して都

内全小中高等学校に郵送し、東弁のウェブサイトの法教育のページも一新して法教育プロ

グラムと連携させ、学校の教員が自分の希望する法教育の情報に素早くたどり着ける態勢

を整えるため、キーワードや学習指導要綱の単元からも各種法教育が検索可能にする法教

育サーチを新設するなど、より利用しやすくなるよう工夫をした。さらに、2018（平成 30）

年には法教育プログラムをよりスリム化し、ウェブサイト中心の広報活動への転換を図っ

ている。 

 前記のとおり、昨年度は、コロナの影響により出張授業の回数が激減した。しかし、小

・中・高等学校における法教育の重要性はいささかも減じるものではなく、この状況によ

る法教育の提供について、法教育を実施する各委員会で検討しているところである。Web シ

ステムにより授業を試みている小・中・高等学校も少なくないことから考え、法教育にお

いても、Web システムによる授業ないし録画の放映による授業等を検討すべきであること

から、法教育センターでは、各委員会に対しアンケート等を実施し、各委員会の実践状況

の情報を集約し、対応策を検討しているところである。 

(10) 今後の課題 

 以上、東弁の法教育の活動は、委員会独自の活動から弁護士会全体での活動へと位置づ

けられるところまで到達してきたが、今後はそれまでの活動を基礎として、以下の施策を

より充実させ、継続していくことが必要である。 

 ＜対外的には＞ 

  ① 小中学生及び高等学校を対象とする各区の教育委員会への働きかけ 

（ア）教員研修への弁護士派遣 

（イ）授業カリキュラムの中での出張授業の実施（教師との協働） 

（ウ）自治体の教育担当者と連携した授業の実施と研究 

（エ）ウェブサイトによるカリキュラム紹介の周知 

  ② 広報活動 

  （ア）マスコミと連携した広報活動 

  （イ）教育委員会、地方公共団体と連携した広報活動 

  （ウ）法教育プログラムとホームページの充実及びより効果的なプログラムの配布方法の

研究 

  （エ）国や都、各自治体の議員に対する、法教育とその予算付の必要性に関する啓蒙活動 

  ③ 他士業との区別、弁護士が行う法教育の重要性のアピール 

    今般、法教育は、司法書士、社会保険労務士等も取り組んでおり、国民主権に関する

授業も実施しているが、職域の観点からも憲法の視点を持つ弁護士が実施する法教育の

重要性をアピールしていく必要がある。 

 ＜対内的には＞ 

  ① 東弁内の各委員会の情報共有と、連携をより充実させた弁護士会としての統一的な法

教育の実施 
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  ② 法教育センターを中心として法教育に関する全ての情報が集約され、各種委員会、会

員に情報が還元されるシステムづくり 

  ③ 法教育出張授業の要請に応じられる当会の人材の確保 

    出張授業の要請の増加は、担当弁護士の確保が課題となりつつある。 

    委員会相互の協力体制の構築等、出張授業の要請に応じられる人材確保の方法を検討

するとともに、授業に関する研修の相互補完を検討する必要がある。 

  ④ 法教育を支える財政基盤の確保 

    2013（平成 25）年度からは、弁護士会の政策として取り組む必要性から法教育サミッ

ト、法教育に関する協議会ないし法教育センターに予算計上されている。2017（平成 29）

年度の東弁会計報告の監事意見において、法教育における講師派遣日当の急増について

の指摘がなされたが、法教育における講師派遣の重要性から鑑みて、単なる支出抑制が

適切でないことは明らかである。しかし、無制限の日当の増加に対する対策の必要性も

確かであり、今後は、法教育の重要性に鑑み、派遣先が講師料を支払ってでも価値があ

ると考えてもらえる法教育を行い、その派遣費用の基本有償化を実現すべく活動してい

くことが必要である。また、現状の講師派遣の体制を維持し、法教育を提供する各学校

の要請に応えるために、日当額の検討も含め、具体的方法の策定に取り組まなければな

らない。 

(11) 当会の対応 

当会としては、会員が所属する東弁各種委員会において法教育に関する関心を高める活

動を促進し、また、法教育授業の実施を担当する人材を育成するための協力態勢を構築す

るなどして、東弁の法教育に対する取組みが今後も発展していくよう、支援すべきである。

また、出張授業に代わる法教育の提供方法についても、当会として研究に値するものと考

えられ、今後、真剣に取り組んでいく価値があるものである。 

以 上 


